
 
 

 

平成 22 年 11 月 4 日 

 

各  位 

 

 

「内部統制システムの整備に関する基本方針」の一部改定に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、本年6月に全部改定した「コンプライアンスに関する

基本方針」における「お客様の利益の保護」に関する取組方針および金融ＡＤＲ制度の開始に

伴う苦情処理体制の見直しを踏まえ、下記のとおり「内部統制システムの整備に関する基本方

針」（会社法第362条第4項の規定に基づく会社の業務の適正を確保するための体制構築の基本方

針）の一部改定を決議いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 
「内部統制システムの整備に関する基本方針」の一部改定 

 （下線は変更箇所） 

改定後 現 行 

１ 取締役・使用人の職務の執行が法令・定款

に適合することを確保するための体制 

(1)～(3) 〔現行どおり〕 

(4) 苦情等対応体制を整備し、お客様からの

苦情、問い合せ等については、お客様の

立場を尊重し、迅速、誠実、公平かつ適

切な対応に努めます。 

(5)～(9) 〔現行(4)～(8)のとおり〕 

２ 損失の危険の管理に関する規程その他の

体制 

(1)、(2) 〔現行どおり〕 

    〔 削 る 〕 

１ 取締役・使用人の職務の執行が法令・定款

に適合することを確保するための体制 

(1)～(3) 〔  略  〕 

〔 新 設 〕 

 

 

 

(4)～(8) 〔  略  〕 

２ 損失の危険の管理に関する規程その他の

体制 

(1)、(2) 〔  略  〕 

(3) 苦情処理体制 

取引先その他の利害関係者からの苦情

については「苦情処理規程」に基づき、お

客様重視の立場から適切な対応を図るこ

とにより、お客様満足度の向上および商

品、サービスの改善に努めています。 

 

以 上 

〔別添〕改定後の「内部統制システムの整備に関する基本方針」（全文） 

会 社 名 大証金（大阪証券金融株式会社）

代 表 者 名 取 締 役 社 長  堀 田  隆 夫

（コード番号 8512 大証・東証 第一部）

問 合 せ 先 取締役企画総務部長 西 山 剛

（TEL.06-6233-4510）



別添 
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内部統制システムの整備に関する基本方針 

 

大阪証券金融株式会社 

 

１ 取締役・使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 

(1) 「企業行動憲章」のもと「コンプライアンスに関する基本方針」を制定し、取締役およ

び従業員がとるべき行動規範を明確にしています。取締役および従業員は、「コンプライア

ンスに関する基本方針」を遵守し、社会的良識をもって公正かつ誠実に行動します。 

(2) コンプライアンス体制の確立・維持を図るため、コンプライアンス担当役員を責任者と

するコンプライアンス委員会を設置しています。コンプライアンス委員会は、コンプライ

アンスの実践に向けて「コンプライアンス・マニュアル」を制定し、コンプライアンス活

動を統括しています。また、取締役および従業員のコンプライアンス意識を定着させるた

め、計画的なコンプライアンス研修を実施しています。 

(3) 財務報告の適正性と信頼性を確保するために必要な体制を整備し、その有効性を定期的

に評価、報告します。 

(4) 苦情等対応体制を整備し、お客様からの苦情、問い合せ等については、お客様の立場を

尊重し、迅速、誠実、公平かつ適切な対応に努めます。 

(5) 内部通報制度を整備し、社内窓口に加え、社外窓口（法律事務所）への通報・相談ルー

トを確保しています。また、通報者に関する保護規定を設け、通報者の匿名性および通報

者に対する不利益取扱いの禁止を保証しています。 

(6) 監査役は、取締役および従業員が法令・定款を遵守して職務を執行する体制、財務情報

その他企業情報を適正かつ適時に開示する体制について、取締役が適切に構築・運用して

いるかを監視し、必要に応じて改善を勧告しています。 

(7) 監査室による内部監査を年１回以上の頻度で全部門に実施し、業務の多様化・高度化に

対応しつつ内部管理の適切性・有効性を確保しています。 

(8) 社外取締役および社外監査役を迎え、経営の透明性を高めています。 

(9) 反社会的勢力とは、一切の関係を持ちません。反社会的勢力による不当要求に対しては、

警察、弁護士等の外部専門機関と緊密に連携し、組織全体として断固とした姿勢で対応し

ます。 

 

２ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

(1) リスク管理体制 

① 経営の健全性・安定性を確保する上で、リスク管理体制の整備を重要課題に位置付け、

リスク管理担当役員を責任者とし、常勤取締役および部門長で構成するリスク管理委員会

を設置し、当社業務に内包するリスクを一元的に管理しています。 

② 「リスク管理規則」に基づき、各種リスクの定義、管理方法および管理部署を定めてい

ます。 

③ 各種リスクの管理部署は、リスク管理委員会に対して定期的または必要の都度、リスク

の状況を報告しています。 

④ 各種リスク単位の管理に加え、全社ベースでリスクを把握し、定性面・定量面から適切
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な対応を行い、経営として許容できる範囲にリスクを制御する統合リスク管理体制の整備

を進めます。 

(2) 危機管理体制 

経営危機に直面した場合には「危機管理規程」に基づき、社長を本部長とする対策本部

を設置し、迅速かつ的確な意思決定を行う体制としています。 

 

３ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

法令で作成・保存が義務付けられている文書（電磁的記録を含む。以下同じ。）、会社の重

要な意思決定に関する文書およびその他取締役の職務の執行にかかる文書は、「文書管理規

則」において、主管部署、保存年限を定め、検索性の高い状態で保存・管理しています。ま

た、取締役および監査役は、当該文書を常時閲覧できます。 

 

４ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

(1) 取締役会および経営会議の開催 

取締役会は、原則として毎月１回開催し、経営の執行方針、法令で定められた事項およ

びその他経営に関する重要事項の決定ならびに業務執行状況の監督を行っています。 

常勤取締役および部門長で構成する経営会議は、取締役会付議事項および業務執行に関

する個別経営課題を実務的な観点から協議しています。経営会議は、経営情報の共有化を

図るため、原則として毎週１回開催しています。 

(2) 中期経営計画および年次経営計画の策定  

取締役会は、３事業年度を対象とする中期経営計画を決定し、経営目標の明確化を図っ

ています。また、中期経営計画を具体化するために年次経営計画を併せて策定し、各部門

が実施すべき具体的な施策を決定しています。 

経営計画の進捗状況を定期的に検証し、施策の改善・優先順位の変更など計画達成に向

けて必要な措置を検討するため、常勤取締役および部門長で構成する経営計画推進会議を

毎月１回開催しています。 

(3) 職務権限の明確化 

取締役会は、取締役の職務分担を定め、業務執行にかかる意思決定の迅速化を図ってい

ます。また、業務執行部門の業務分掌や職務権限に関する事項を「部店組織規則」および

「事務処理規則」で定め、業務の効率的な遂行を図っています。 

 

５ 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、使用人の取締役からの独立性に関する事

項、監査役への報告体制および監査役の監査が実効的に行われることを確保する体制 

(1) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項および使用人の取締役からの独立性に関

する事項 

取締役は、監査役が職務執行のために補助人を求めた場合、必要な使用人を配置します。

監査役より監査業務に必要な命令を受けた使用人は、その命令に関して取締役からの指揮

命令を受けることはなく、独立性を確保しています。 

(2) 監査役への報告体制 

① 監査役は、定期的に監査室長から内部監査に関する報告を受け、会計監査人から会
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計監査に関する報告を受けています。 

② 常勤監査役は、取締役会、経営会議、経営計画推進会議、コンプライアンス委員会、

リスク管理委員会に出席し、重要な経営事項について報告を受けるなど、業務執行状

況をモニタリングしています。 

③ 常勤監査役は、決裁文書およびその他の重要文書の回付を受け、業務執行に関する

報告を受けています。 

(3) 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役は、代表取締役と定期的または必要の都度会合を持ち、当社が対処すべき課題、

監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見交換し、相互認識を深め

ています。 

以 上 

 

平成 18 年 5 月 25 日 制  定 

平成 22 年 11 月 4 日 最終改定 

 


